
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,517,950,716 固定負債 5,467,330

有形固定資産 1,363,408,432 地方債 -
事業用資産 1,363,408,432 長期未払金 2,809,620

土地 - 退職手当引当金 2,657,710
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 2,034,110,951 その他 -
建物減価償却累計額 △ 823,814,820 流動負債 15,186,671
工作物 3,453,189,049 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 △ 3,300,076,748 未払金 9,875,104
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 200,189
航空機 - 預り金 5,111,378
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 20,654,001
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,517,950,716

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 1,883,419
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 4,134,240
ソフトウェア 4,134,240
その他 -

投資その他の資産 150,408,044
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 150,408,044

減債基金 -
その他 150,408,044

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 18,770,582
現金預金 18,746,950
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 23,632
その他 -
徴収不能引当金 - 1,516,067,297

1,536,721,298 1,536,721,298

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：円）

経常費用 549,687,753
業務費用 487,683,154

人件費 8,618,104
職員給与費 4,996,405
賞与等引当金繰入額 200,189
退職手当引当金繰入額 2,657,710
その他 763,800

物件費等 478,413,826
物件費 283,332,307
維持補修費 -
減価償却費 194,992,047
その他 89,472

その他の業務費用 651,224
支払利息 338,861
徴収不能引当金繰入額 -
その他 312,363

移転費用 62,004,599
補助金等 62,004,599
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 650,480
使用料及び手数料 -
その他 650,480

純経常行政コスト 549,037,273
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 549,037,273

行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日　

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：円）

前年度末純資産残高 1,610,874,869 1,690,316,297 △ 79,441,428

純行政コスト（△） △ 549,037,273 △ 549,037,273

財源 419,231,000 419,231,000

税収等 419,231,000 419,231,000

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 129,806,273 △ 129,806,273

固定資産等の変動（内部変動） △ 170,298,461 170,298,461

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 192,924,927 192,924,927

貸付金・基金等の増加 70,178,228 △ 70,178,228

貸付金・基金等の減少 △ 47,551,762 47,551,762

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 34,998,701 △ 2,067,120 37,065,821

本年度純資産変動額 △ 94,807,572 △ 172,365,581 77,558,009

本年度末純資産残高 1,516,067,297 1,517,950,716 △ 1,883,419

純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日　

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 351,837,807

業務費用支出 289,833,208
人件費支出 5,760,205
物件費等支出 283,734,142
支払利息支出 338,861
その他の支出 -

移転費用支出 62,004,599
補助金等支出 62,004,599
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 419,881,480
税収等収入 419,231,000
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 650,480

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 68,043,673
【投資活動収支】

投資活動支出 70,178,228
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 70,178,228
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 47,680,427
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 47,551,762
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 128,665
その他の収入 -

投資活動収支 △ 22,497,801
【財務活動収支】

財務活動支出 48,408,713
地方債償還支出 48,408,713
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 48,408,713
△ 2,862,841

16,498,413
13,635,572

前年度末歳計外現金残高 5,125,867
本年度歳計外現金増減額 △ 14,489
本年度末歳計外現金残高 5,111,378
本年度末現金預金残高 18,746,950

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３１年４月１日　
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



5,191,668円

建物　　　38年

１．重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
該当ありません。

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

（６）資金収支計算書における資金の範囲

工作物　　50年～10年
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

（４）引当金の計上基準及び算定方法
①退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

②賞与引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

処理しています。

（３）地方自治法第235条の５に基づく出納整理期間を設けており、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

現金及び現金同等額
（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準
物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産とし
て計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときは、修繕費として

２．重要な会計方針の変更等
該当ありません。

３．重要な後発事象
該当ありません。

４．偶発債務

（７）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

該当ありません。
５．追加情報
（１）対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
（２）一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。

（４）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
なし

（５）繰越事業に係る将来の支出予定額
なし

（６）過年度修正等に関する事項
なし

なし
（８）基金借入金（繰替運用）の内容

なし
（９）地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

（10）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

注記

①固定資産等形成分
固定資産の額に減価償却額、減債基金、その他（増加分）を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

- 5 -



62,383,146円
（12）既存の決算情報との関連性

 収入（歳入） 支出（歳出）
484,060,320円 470,424,748円

0円
16,498,413円
467,561,907円 470,424,748円

①資金収支計算書の業務活動収支 68,043,673円
②純資産変動計算書の本年度差額＿ △129,806,273円

　　　　　（①－②） 197,849,946円 ［左の内訳］
賞与等引当金繰入額 200,189円

退職手当引当金繰入額 2,657,710円
減価償却費 194,992,047円

（14）一時借入金

なし
（15）重要な非資金取引

（13）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額
歳入歳出決算書

繰越金に伴う差額
資金収支計算書

一時借入金はありません。なお、一時借入金の限度額は、100,000,000円です。

（11）基礎的財政収支

- 6 -



有形固定資産の明細 （単位：円）

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 5,487,300,000 0 0 5,487,300,000 4,123,891,568

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- -

　　立木竹 - - - - -

192,924,927 1,363,408,432

　  土地 - - - - -

54,920,988 1,210,296,131

　　工作物 3,453,189,049 0 0 3,453,189,049 3,300,076,748

- -

　　建物 2,034,110,951 0 0 2,034,110,951 823,814,820

- -

　　浮標等 - - - - -

138,003,939 153,112,301

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - -

- -

　　土地 - - - - -

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　工作物 - - - - -

- -

 物品 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 - - - - -

192,924,927 1,363,408,432

- -

合計 5,487,300,000 0 0 5,487,300,000 4,123,891,568



有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

- - -1,363,408,432 1,363,408,432合計 - - - - -

- - -- -

- - -- -- -

- 物品 - - -

　　建設仮勘定 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

-　　その他 - - -

　　工作物 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

-　　建物 - - -

　　土地 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

- インフラ資産 - - -

　　建設仮勘定 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

-　　その他 - - -

　　航空機 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

-　　浮標等 - - -

　　船舶 - - -

-

- - -153,112,301 153,112,301

- - -1,210,296,131 1,210,296,131- -

-　　工作物 - - -

　　建物 - - -

-

- - -- -

- - -- -- -

-　　立木竹 - - -

　　土地 - - -

-

- - - -1,363,408,432 1,363,408,432

消防・警察 総務 その他 未設定 合計産業振興

- 事業用資産 - - -

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生


